
平成２４年度水産関係補正予算の概要

平成２５年１月
水 産 庁

総額 １,００１億円

１ 国土強靭化・競争力強化

① 水産基盤整備事業＜公共＞ ４８５億円

・ 漁港施設の老朽化や大規模災害に備えた防災・減災対策、
国産水産物の輸出促進を図るための高度衛生管理型漁港や漁

場整備を実施

② 農山漁村地域整備交付金（水産関係）＜公共＞ １９０億円

・ 地方の裁量によって実施する漁村の防災・減災対策や水産

業の基盤整備を支援

③ 漁港施設災害復旧等事業＜公共＞ ３７億円

・ 台風、地震等の災害により被災した漁港施設の災害復旧を

実施

④ 強い水産業づくり交付金 ４６億円

・ 産地における水産業の強化と、地震等による災害の未然防

止等を図る際に必要となる施設整備を支援

⑤ ＨＡＣＣＰ対応のための水産加工・流通施設の改修支援事 ２５億円

業

・ 輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満たすための施設の改修整

備を支援

２ 経営環境の悪化に対する緊急措置

① 漁業収入安定対策事業 ７２億円

・ 資源管理に取り組む漁業者に対する共済・積立ぷらすを活

用した減収補てん等を実施

② 漁業経営セーフティーネット構築事業 ３９億円

・ 漁業経営安定のため、燃油価格等が急騰した際の補てん金

の交付



３ 「攻めの水産業」の前倒し

① 漁業構造改革総合対策事業
５０億円

・ 省エネ型漁船の導入、高船齢漁船の代船建造等による収益
性を高める取組を支援

② 漁業就業者確保・育成対策事業 ５億円

・ 新規漁業就業者の確保のため、漁業現場における長期研修

等を支援

４ その他の追加財政需要等

① 鯨類捕獲調査円滑化対策 ３億円

・ 鯨類捕獲調査を安全かつ円滑に実施できるよう、反捕鯨団

体の妨害活動に対する安全対策を強化

② 水産庁漁業取締船等の船舶運航費 ２億円

・ 漁業取締活動の増加に伴う取締船等の船舶運航費の追加

③ 水産庁漁業取締船の代船建造 ３０億円

・ 外国漁船等による違法操業等の指導・取締体制強化のた

め、老朽化した既存取締船の代船を建造

④ 独立行政法人施設整備 １８億円

・ （独）水産総合研究センター及び（独）水産大学校の耐震

改修等を実施



水産基盤整備事業（公共）
【４８，４５８百万円】

対策のポイント
・ 自然災害に強く安全で安心に配慮した漁港の整備、老朽化対策を積極的
に推進します。

・ 流通拠点漁港における高度衛生管理対策など安全で安定した水産物の供
給体制の確立を推進します。

＜背景／課題＞
漁港施設の耐震化や漁・近年、地震・津波や台風等の大規模自然災害が頻発しており、

が喫緊の課題です。村の防災・減災対策
流通の拠点となる漁港における高度衛・また、我が国水産物の輸出促進等を図るため、

します。生管理対策や水産資源を安定的に確保するための漁場整備を推進

政策目標
○漁港･漁村の防災・減災対策の推進

（20％(21年度)→概ね65％（28年度 ））
○流通拠点漁港における高度に衛生管理された水産物の取扱量の

増加（29％（21年度）→概ね70％（28年度 ））

＜主な内容＞
１．大規模災害に備えた漁港・漁村の防災・減災対策 百万円２７，２５９

地震・津波、高潮等に対する漁港及び背後集落の安全確保のため、岸壁の耐震化・
します。防波堤の嵩上げや老朽化した漁港施設の長寿命化・更新等を推進

直轄漁港整備事業 ３，２６０百万円
水産流通基盤整備事業 ２，９１８百万円
水産物供給基盤機能保全事業 ４，３０７百万円
漁港施設機能強化事業 ８，３４９百万円
水産生産基盤整備事業 ８，４２５百万円

国費率：10/10（うち漁港管理者2/10等 、1/2等）
事業実施主体：地方公共団体等

２．水産物の輸出促進対策
２１，１９９百万円

流通拠点漁港において 高度衛生管理型、安全・安心な水産物の安定供給を図るため
、 。施設の整備を推進するとともに 水産資源の安定供給のための漁場整備を推進します

直轄漁港漁場整備事業 ５，９４０百万円
水産流通基盤整備事業 ３，０４０百万円
漁港関連道整備事業 １０３百万円
水産生産基盤整備事業 １，４８２百万円
水産環境整備事業 １０，６３４百万円

国費率：10/10（うち漁港管理者2/10等 、1/2等）
事業実施主体：国、地方公共団体等

［お問い合わせ先：水産庁計画課 （０３－３５０２－８４９１（直 ］））

［平成24年度補正予算の概要］



強い水産業づくり交付金
【４，５６１百万円】

対策のポイント
産地における水産業の強化や漁港・漁村における新しい防災・減災対策の

取組等を支援します。

＜背景／課題＞
、・水産資源の悪化 漁業者の減少など、 我が国水産業を取り巻く環境は厳しい状況にあり

しています。また、 される中、全国的な漁村の活力が低下 東南海・南海地震等が想定
漁港・漁村の防災・減災力強化は早急に取り組むべき課題です。

産地における水産業を強化し、漁業者が定住できる漁村の形成、漁業者の・このため、
所得の向上等を図る 漁港・漁村において災害の未然防止 災害時の応急対応ことや、 、

に資する取組を行うことが必要となっています。等

政策目標
○産地協議会による産地水産業強化計画の策定数
（74計画（23年度）→224計画（26年度 ））
○漁村の人口に対し、避難施設が確保されている人口の割合を５
％以上増加（55％（24年度）→60％以上（28年度 ））

＜主な内容＞

１．産地における水産業強化の取組に対する支援 ２，３８３百万円
「産地水産業強化計画」の実現のために必要とな漁村において、協議会が策定する

について支援します。る施設の整備
産地水産業強化支援事業

交付率：定額（1/3、4/10、1/2、5.5/10、2/3以内）

事業実施主体：市町村、水産業協同組合等

２．広域型の施設整備に対する支援 １，１７８百万円
県や複数市町村等 について支援し広域的な対応が必要となる種苗生産施設等の整備

ます。
強い水産業づくり交付金

交付率：定額（1/3、4/10、1/2、5.5/10、2/3以内）

事業実施主体：都道府県、市町村、水産業協同組合等

３．漁港・漁村における防災・減災対策に対する支援 １，０００百万円
災害の未然防止 被害の拡大防止 被災時漁港や漁村において、地震や津波による 、 、

を図る際に必要となる施設の整備について支援します。の応急対策
漁港防災対策支援事業

交付率：定額（1/2以内）

事業実施主体：都道府県、市町村、水産業協同組合等

〔 （ （ ））〕お問い合わせ先：水産庁防災漁村課 ０３－６７４４－２３９１ 直

[平成24年度補正予算の概要]



強い水産業づくり交付金 

漁村において協議会が策定した「産
地水産業強化計画」に基づく施設の
整備 
  ・加工処理施設 
   ・鮮度保持施設 等 

広域な対応等が必要な施設の整備 
  ・種苗生産施設 
   ・荷さばき施設 等 
 

漁港・漁村における防災・減災対策 
 ・津波避難施設 
  ・防災情報伝達施設 等 
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産地水産業強化支援事業 

漁港防災対策支援事業 

強い水産業づくり交付金 

加工処理施設 鮮度保持施設 

荷さばき施設 種苗生産施設 

津波避難施設 防災情報伝達施設 

【交付率：定額（1/3、4/10、1/2、5.5/10、  
 2/3以内）】 

【交付率：定額（1/2以内）】 

【交付率：定額（1/3、4/10、1/2、5.5/10、       
 2/3以内）】 

   平成２４年度補正予算額 
       ４，５６１百万円 



ＨＡＣＣＰ対応のための水産加工・流通施設の改修支援事業

（水産物の輸出促進対策）
【 】２，５００百万円

対策のポイント

輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満たすための施設の改修整備を進めること

で、水産物の輸出拡大を図るとともに、安全･安心な水産物を供給することに

より消費拡大を図ります。

＜背景／課題＞

・近年、世界的な日本食の評価の高まり、アジア諸国等の経済発展に伴う富裕層の増加

等により、安全で高品質な我が国水産物へのニ－ズが海外で大きくなっており、我が

国 となっています。水産物の輸出拡大が水産業の更なる成長に必要

輸出先国の求める衛生条件を満た・水産物の輸出に当たっては、水産加工・流通施設が

であり、世界に通用するＨＡＣＣＰ基準等を満たすための施設の改修がすことが必要

輸出促進にとって急務であります。

輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等・このため、輸出拡大を目指す水産加工・流通業者が行う

を進めます。を満たすための施設の改修整備

政 策 目 標

魚介類（食用）の消費量

29.5kg/人年（平成22年度）→ 29.5kg/人年（平成34年度）

※すう勢23.3kg/人年

＜主な内容＞

漁港における高度な衛生管理手法が導入されている地域等において、輸出拡大を

輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満たすための施設目指す水産加工・流通業者が行う

します。の改修整備について支援

補助率：１／２以内

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：水産庁加工流通課 （０３－３５９１－５６１３（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]



   漁港における高度な衛生管理手法が導入されている地域等において、輸出拡大を目指す水産
加工・流通業者が行う輸出先国のＨＡＣＣＰ基準等を満たすための施設の改修整備に要する経費
を助成。 

ＨＡＣＣＰ対応のための水産加工・流通施設の改修支援事業 
平成24年度補正予算額 ： 2,500百万円 

Ａ.手洗場         Ｂ.ｴｱｼｬﾜｰ         Ｃ.床面           Ｄ.ｿﾞｰﾝｼｬｯﾀｰ     Ｅ.ﾄﾗｯｸｼｪﾙﾀｰ 

○改修整備の例           

近年、世界的な日本食の評価の高まり等により、
安全で高品質な我が国水産物へのニ－ズが海
外で大きくなっており、我が国水産物の輸出拡
大が水産業の更なる成長に必要。 

水産物の輸出に当たっては、水産加工・流通施設
が輸出先国の求める衛生条件を満たすことが必
要であり、世界に通用するＨＡＣＣＰ基準等を満た
すための施設の改修が輸出促進にとって急務。 

○背景事情           

「安全で・美味しい・健康的な」国産水産物の輸出を進める 



資源管理・漁業経営安定対策のうち

漁業収入安定対策事業
【７，１５１ 】百万円

対策のポイント
適切な資源管理と漁業経営の安定を図り、国民への水産物の安定供給を確

保するため、計画的に資源管理に取り組む漁業者に対し、漁業共済･積立ぷら

すの仕組みを活用した資源管理･収入安定対策を実施します。

＜背景／課題＞

適切な資源管理・漁業者が将来にわたって持続的に漁業経営を維持していくためには、

です。と漁業経営の安定をともに実現していくことが必要

政策目標

資源管理・漁業経営安定対策のもとで資源管理に取り組む漁業

者による漁業生産の割合90％（34年度）

＜主な内容＞

資源管理に取り組む漁業者に対する補助 ７，１５１百万円

漁業共済・積立ぷらすの仕組みを活用し、 資源管理の取組に対する漁業者による

として、 をします。補助 収入額が減収した場合に減収補塡

補助率：定額

事業実施主体：全国漁業共済組合連合会

[お問い合わせ先：水産庁漁業保険管理官 ０３－６７４４－２３５５ 直 ]（ （ ）

[平成24年度補正予算の概要]



資源管理・漁業経営安定対策のうち

漁業経営セーフティーネット構築事業

【 】３，９１０百万円

対策のポイント

燃油・配合飼料価格の高騰の影響を緩和するために、価格高騰対策の財源

を拡充し、その安定的な実施を図ります。

＜背景／課題＞

・漁業・養殖業は支出に占める燃油費・配合飼料費の割合が高いことなどから、燃油・

配合飼料の高騰が経営に大きな影響を与えます。

・燃油・配合飼料の価格は、中長期的には上昇基調にあると考えられることから、価格

の高騰が経営に与える影響を緩和することが、漁業・養殖業経営の安定と水産物の安

定供給を図る上で必要です。

・24年度に入り加入率が上昇し、漁業者・養殖業者の拠出分が国の拠出分を上回ると見

込まれることから、国の拠出分を積み増すことにより、事業の安定的な実施を図りま

す。

政策目標

資源管理・漁業経営安定対策のもとで資源管理に取り組む漁業

者による漁業生産の割合90％（34年度）

＜主な内容＞

漁業経営セーフティーネット構築事業 ３，９１０百万円

国と漁業者・養殖業者が積み立てている基金のうち、国が積み立てている分につ

いて、臨時積み増しを行います。

補助率：定額

事業実施主体：一般社団法人 漁業経営安定化推進協会

［お問い合わせ先：水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４１（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]



 
 

             【平成24年度補正予算額 漁業収入安定対策事業：７，１５１百万円 
                                 漁業経営セーフティーネット構築事業：３，９１０百万円】 

資源管理・漁業経営安定対策の概要 

○ 国民への水産物の安定供給を図るため、計画的に資源管理に取り組む漁業者を対象に漁業共済の仕組み
を活用した資源管理・収入安定対策を講じ、コスト対策を組み合わせて、総合的な経営安定対策を構築。 

○ 漁業共済の対象となっている漁業種類（沿岸・沖合・遠洋漁業・養殖業）を対象。  

ポ イ ン ト 

資源
管理・
収入
安定
対策 

資源管理への取組 

コスト 
対 策 

資金の積立 

  漁業者と国が資金を積立   原油価格・配合飼料原料価格等が、  
「７中５平均値×100%」を超えた場合、 
超えた分を補塡 

価格高騰の場合に補塡 

積立ぷらす（国と
漁業者の積立て方
式）の発動ライン 
（原則９割） 

 
漁業共済 

（掛け捨て方式） 
の発動ライン 
（原則８割） 

 

収入変動 

100 

基準収入(注) 

価
格 

価格高騰の影
響を緩和 

＝補塡分 

(注)基準収入：個々の漁業者の直
近5年の収入のうち、最大値と最
小値を除いた中庸3カ年の平均値 

  基準収入（注）から一定以上の
減収が生じた場合、「漁業共済」
（原則8割まで）、 「積立ぷらす」
（原則9割まで）により減収を補塡 

 

  漁業共済・積立ぷらすの仕組
みを活用して、資源管理の取組
に対する補助を実施 
 

※ 補助額は、漁業共済掛金の30％
（平均）、積立ぷらすの積立金（漁
業者１：国３）の国庫負担分に相当 

  国・都道府県が作成する「資源
管理指針」に基づき、漁業者（団
体）が休漁、漁獲量制限、漁具制
限等の自ら取り組む資源管理措
置について記載した資源管理計
画を作成し、これを確実に実施 

  養殖の場合、漁場改善の観点
から、持続的養殖生産確保法に
基づき、漁業協同組合等が作成
する漁場改善計画において定め
る適正養殖可能数量を遵守 

漁業収入安定対策の実施 

【漁業経営セーフティーネット構築事業】 



漁業構造改革総合対策事業

【５，０００ 】百万円

対策のポイント

将来にわたる水産物の安定供給を確保するとともに、地域の関連産業の維

持等を図るため、高性能漁船の導入等による漁船漁業の収益性の向上等によ

り、厳しい状況下でも操業・生産を継続できる経営体を育成します。

＜背景／課題＞

・我が国漁業は魚価の低迷、燃油価格の高止まり等により厳しい経営環境にあり、漁船

の老朽化等が深刻化しています。このような状況は、造船業など関連産業にも影響を

及ぼすほか、他国と境界を接する水域で操業する漁船団の国境監視機能にも影響を与

え、我が国漁業権益の確保にも支障をきたす恐れがあります。

収益性の高い操業・生産体制を構築する漁業構造改革の取組を推進するこ・このため、

となっています。とが急務

政策目標

省エネ･省コスト等高性能漁船の導入等により、次期代船建造が

可能な収益性の向上（償却前利益が計画期間中に年平均10%向上）

＜主な内容＞

地域で策定した改革計画に基づき、 に高性能漁船と漁獲物の高付加価値化の導入等

より します。、漁船漁業の収益性等を高める取組を支援

補助率：定額

事業実施主体：民間団体

［お問い合わせ先：水産庁漁業調整課 （０３－３５０２－８４６９（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]



もうかる漁業創設支援事業 
本事業の基金を増強し、漁業の構造改革を加速化する 

○ 漁獲重視の経営から収益性重視の経営への体質転換  ○ 十分な経営能力を有する漁業者による低コスト生産体制の確立 
○ 資源状況に見合った生産構造の実現         ○ 国際競争力のある漁業の構築 

事 業 の 内 容 

事
業
主
体 

地域プロジェクト 

  

事業実施機関（漁協等） 

● 改革計画に基づき新たな操業・販売体制を実証 

 
→ 漁獲物は、地域の関連産業と一体となって最適な方法により販売 

 ① 改革型漁船により次期代船建造が可能と見込まれる収益改善を実証   

 ② 漁船の収益性回復の取組について操業継続可能な償却前利益の確
保を実証 

 

・ 遠洋漁業における操業手法や流通のあり方などの抜本的な変革 

・ 国際漁場における競争力強化のための途上国との合弁事業の取組 

・ 遠洋底びき網漁業の海外新規漁場確保のための取組 

・ 燃油使用量１０％削減又は生産性向上（３％） 
省エネ・省
人化等の実
証漁船 

公募 

用船 

３カ年を上限に用船料を助成 

２カ年又は３カ
年を上限に用船
料を助成 

※ 

※販売代金で賄
えない分の1/2、
2/3又は9/10を国
が負担 

(要件：以下のいずれかを満たすこと） 

（平成24年度補正） 

先駆的な取り組みを他の漁業者へ効果的に波及 

・ 対象魚種の漁獲量又は漁獲努力量の15％以上の削減を行いつつ実施する取組  

  （3カ年） 



漁業就業者確保・育成対策事業

【５００ 】百万円

対策のポイント

景気・雇用情勢が厳しい中で、漁業への就業を希望する者への支援を通

じて、地域漁業の担い手を確保・育成し、雇用の創出に貢献します。

＜背景／課題＞

・ 、将来にわたって漁業が持続的に発展していく漁業従事者の減少・高齢化が進む中で

ためには、意欲のある です。新規漁業就業者の確保が重要

・現下の厳しい雇用状況を背景に、漁業が雇用の場として注目されています。

政策目標

毎年度２，０００人の新規漁業就業者を確保

＜主な内容＞

国は、事業実施主体が行う本事業実施のための基金造成に対し助成し、漁業の就業

漁家子弟を含む新規就業希望者の漁業現場での長期情報の提供や就業相談会の開催、

します。研修（※）等を支援

（※実施期間：雇用型 最長１年、幹部養成型 最長２年、独立型 最長３年

受入漁家の研修指導への助成：9.4～28.2万円／月以内(就業形態による)

実施規模200人程度)

補助率：定額

事業実施主体：民間団体等

［お問い合わせ先：水産庁企画課 （０３－６７４４－２３４０（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]



意欲ある若者が漁業に新規参入し、継続して漁業に携わるための環境を整えるとともに、漁業の高
付加価値化を担う人材を確保・育成する。 

・ＨＰやパンフレットでの就業情報の提供 
 
・各都道府県の就業相談窓口設置 
 
・都市部や地方において、漁業就業のための座
学や体験漁業を実施する就業準備講習会を開催 

 
・都市部や地方の漁業就業相談会において、就
業希望者と漁村との面談(マッチング)を実施 

 
 

 漁業経営体に雇用さ
れる研修生の指導者
（主に法人）に、研修
経費として、 
月最大14.1万円を助成 
（最長１年間） 
 

漁業活動に必要な技術や経理・税務、
流通・加工、安全操業等の習得支援 

漁業就業促進情報提供 

技術習得支援 

就業準備 就業・定着促進 

雇用型 幹部養成型 独立型 

 遠洋沖合漁船に雇
用され、幹部を目指
す研修生の指導者
（主に法人）に、研
修経費として、 
月最大18.8万円を助
成 
（最長２年間） 

 独立自営を目指
す研修生の指導者
（主に個人）に、
研修経費として、 
月最大28.2万円を
助成 
（最長３年間） 

長期研修支援 

独立・自営就業 法人・正職員として就業 

平成２４年度補正予算額 ５００百万円 漁業就業者確保・育成対策事業 



鯨類捕獲調査円滑化対策

【 】２８６百万円

対策のポイント

今年度の南極海鯨類捕獲調査を安全かつ円滑に実施できるよう、反捕鯨団

体の妨害活動への対策を強化します。

＜背景／課題＞

近年、反捕鯨・我が国は、商業捕鯨の再開に向け、鯨類捕獲調査を実施していますが、

しており、 を来しています。団体の妨害活動が過激化 調査の円滑な実施に支障

反捕鯨団体は、妨害船の数を増やすな・特に、今年度の南極海鯨類捕獲調査について、

しています。ど、体制を強化して妨害活動を行うと公言

鯨類捕獲調査を安全かつ円滑に実施できるよう、今年度の南極海鯨・このような中で、

があります。類捕獲調査における妨害活動への対策を強化する必要

政策目標

平成24年度南極海鯨類捕獲調査を計画どおり実施

＜主な内容＞

反捕鯨団体の妨害活動への対策に必要な船舶を南極海鯨類捕獲調査の実施主体が

します。追加派遣

補助率：定額

事業実施主体：財団法人日本鯨類研究所

［お問い合わせ先：水産庁国際課（０３－３５０２－２４４３（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]



漁業取締船代船建造
【２，９８３百万円】

（ ， ）船舶建造全体計画５ ５３６百万円

対策のポイント

外国漁船等による違法操業等の指導・取締体制の強化のため、老朽化した

既存取締船の代船を建造します。

＜背景／課題＞

我が国ＥＥＺにおける外国漁船等による違法操業は後を絶たず、巧妙化・悪質・近年、

にあり、漁業取締船に対する期待と役割の重要性が大化に加え広域化がみられる状況

きくなっています。

・このような中、 は、 し、漁業取締りの中核を担う漁業取締船白竜丸 建造後25年を経過

が目立っています。老朽化による取締能力の低下

白竜丸の代船として最新型の漁業取締・漁業取締りの効率化と水産資源の回復のため、

です。船の建造が必要

政策目標

○資源評価において、中位又は高位水準の魚種の増加

○漁業取締船の建造による造船業等関連産業の需要・雇用の創出

＜主な内容＞

漁業取締船白竜丸の代船として、最新鋭の漁業取締船を建造します。

事業実施主体：国（水産庁）

［お問い合わせ先：水産庁管理課 （０３－３５０２－０９４２（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]



独立行政法人施設整備事業
【１ 】，８１１百万円

対策のポイント
○ウナギ人工種苗の大量生産技術の開発に必要な施設の整備や老朽化した施

設の改修・更新整備を実施します。

＜背景／課題＞

・ が続いているため （独）水産総合研究ウナギは天然種苗に依存し、３年連続の不漁 、

センターにおける 必要があります。人工種苗の大量生産技術開発を早急に行う

・ウナギ以外の魚種の種苗生産技術開発、さけますふ化放流等を実施している研究施設

の 必要があります。経年劣化が著しいため、当該施設の改修・更新整備を行う

・耐震診断等により とされた（独）水産大学校の施設につい倒壊・崩壊の危険性が高い

て、 し、学生の安心・安全な教育環境を確保する必要がありま早急に耐震工事を実施

す。

政策目標
○ウナギ人工種苗の大量生産技術の開発に必要な施設の改修
○老朽化した施設の改修・更新整備

＜主な内容＞

以下の施設について、改修・更新整備を行います。

① の大量生産技術の実証規模での開発と複数の育種用家系の維持を可能とウナギ種苗

飼育研究施設の改修する

浮桟橋の② 設置から３１年が経過し、塩害と経年劣化のため使用が困難となっている

設備の更新

③ 設置から１５年が経過し、経年劣化に伴う金属部の腐食と肉痩せによる強度低下が

クロマグロの大型海上生簀の施設の更新著しい

④ 設置から２７年が経過し、上屋部分の鋼材の発錆、剥離、脱落や雨漏りが生じてい

ふ化室兼養魚池の改修整備（ 排る 飼育排水による河川環境への負荷軽減を図るための

水処理施設を設置）

海水取水管の更新（着水⑤ 設置から２６年が経過し、経年劣化に伴う老朽化が激しい

槽、ポンプ室等を改修）

海水取水・ろ過設備の更⑥ 設置から４６年が経過し、経年劣化に伴う老朽化が激しい

新整備及び海側擁壁の補強

⑦ 設置から５０年以上経過し、倒壊・崩壊の危険性の高い（独）水産大学校の施設の

耐震工事

補助率：定額

事業実施主体： 独）水産総合研究センター（

： 独）水産大学校（

［お問い合わせ先：水産庁研究指導課 （０３－６７４４－２３７０（直 ］））

[平成24年度補正予算の概要]
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